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前号（Vol.13～14）までにおいて、社外への承継につ

いての総論及びその手法について解説しました。 

社外への承継の手続きは、大きく分けると、計画・調

査等の準備の段階、実行の段階、実行後の段階（ポスト

事業承継）の 3つの段階に分けることができます。本

号では、社外への承継における各手続きについて、留意

点や専門家の関与の仕方に関する説明を交えつつ、順を

追って解説します。 

 

 

１ 概説 

「事業承継ガイドライン」1では、社外への承継におけ

る事業承継に向けたステップを、5 つの段階とポスト事業

承継に分け2、それぞれの段階における留意点等について

解説がなされています。 

 

 

なお、親族内承継及び社内承継の場合、ステップ 1 か

らステップ 3 までは、社外への承継手続きと共通してい

ますが、親族内承継及び社内承継と社外への承継とでは、

後述のとおり、ステップ 4 及びステップ 5 で違いが生じ

てきます。 

以下では、社外への承継がどのように進んでいくかのイ

メージをつかんでいただくため、前記「事業承継ガイドラ

イン」の分類に従い、事業承継一般の準備段階（ステップ

1～3）、社外への承継を行う場合の実行段階（ステップ

4・5）及び実行後の段階（ポスト事業承継）に分けて、

それぞれの段階における手続きの概要及び留意点について

説明します。 

 

２ 準備の段階（ステップ 1～3） 

（1）ステップ 1：事業承継に向けた準備の必要性の認識 

事業承継にあたって、まずは、事業承継の準備に取りか

かる必要性を認識することが出発点です。 

もっとも、事業承継の具体的な手順や所要期間をイメー

ジしづらいこともあり、必要性を認識するのが遅れてしま

いがちです。また、現経営者が健在のうちは、事業承継を

行う緊急性もないため、事業承継の必要性を認識していて

も、着手が後回しになっている例も多く見られます。 

着手が遅れた結果、事業承継の必要性に迫られた段階で、

期待していた後継者候補に後継の意思と覚悟がないことが

発覚して結果的に後継者が見つからないまま廃業に至る例

や、経営者以外の株主（親族等）が保有している株式を後

継者に集中させる前に、当該株主の相続が開始する等の理

由で株式がより広範囲に分散してしまい、後継者への経営

権（株式）の集中が困難となってしまう例も多く見られま

す。 

このような事態を避けるためには、後継者教育を含め、

事業承継の完了までには長期間を要することを考慮して、

経営者が概ね 60 歳に達した頃には、事業承継の準備に取

りかかることが望ましいとされます3。特に、社外への承
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継の場合は、買い手候補の探索に時間を要する場合が多い

ことを認識しておくべきです。事業承継の準備の第一歩と

して、弁護士・税理士等の専門家や金融機関等の支援機関

に相談して、会社の現状を把握し、事業承継の見通しを立 

てることをお勧めします。 

 

（2）ステップ 2：経営状況・経営課題等の把握（見える

化） 

事業承継を円滑に行うためには、会社の経営状況及び事

業承継を行うにあたっての課題を「見える化」し、早期の

対応につなげる必要があります。「見える化」の取組みの

例として、以下のような事項が挙げられます4。 

≪会社の経営状況の「見える化」≫ 

①会社と経営者個人の関係の明確化 

経営者所有の不動産で事業に利用しているものの有

無、当該不動産に対する会社借入に係る担保設定の有

無、経営者と会社間の賃貸借関係の有無、経営者保証の

有無等について把握する。 

②株式の現状把握 

経営者が保有する自社株式の数や、株主構成・各株主

の保有株式数等について確認するとともに、株価評価を

行う。 

③商品・製造工程毎の強み・課題の把握 

商品ごとの月次の売上・費用（部門別損益）の分析を

通じた自社の稼ぎ頭商品の把握や、製造工程毎の不良品

の発生状況の調査等を通じた製造ラインの課題の把握、

在庫の売れ筋・不良の把握や鑑定評価の実施等を行う。 

 

≪事業承継課題の「見える化」≫ 

①後継者候補の検討 

後継者候補の有無を確認し、候補がいる場合は、承継

に係る意思確認の時期や、候補者の能力、適性、年齢、

意欲等を踏まえ、後継者に相応しいかどうかを検討す

る。後継者候補がいない場合は、社内外における候補者

の可能性について検討する。 

②社内外の異論に対する対応策の検討 

後継者候補（社外における候補者を含む。）に関し

て、親族内株主や取引先等から異論が生じる可能性があ

る場合は、その対応策を事前に検討する。 

 

（3）ステップ 3：事業承継に向けた経営改善（磨き上げ） 

社外への事業承継を実現させるためには、事業承継前に

経営改善を行って、買い手企業が買収したくなるような、

魅力ある会社に「磨き上げ」ておくことが大切です。また、

「磨き上げ」により、企業価値を高め、買収価格を上げる

ことにもつながります。 

「磨き上げ」の対象は、業績改善や経費削減にとどまら

ず、商品やブランドイメージ、優良な顧客、金融機関や株

主との良好な関係、優秀な人材、知的財産権や営業上のノ

ウハウ、法令遵守体制など、多岐にわたります。 

なお、業績が悪化した中小企業における事業承継の場合、

これを放置していては、買い手が見つからない可能性が高

まります。この意味で、事業承継のタイミングは事業再生

を行う契機ともいえ、ステップ 2 における経営状況の見え

る化により事業再生が必要と判断した場合には、中小企業

の個別の事情に応じた適切な再生スキームの選択や金融機

関等との交渉方針について、弁護士等の専門家の助言を得

ることが有益です。金融機関等からの任意の協力を望めな

い場合は、財務状況にもよりますが、いわゆる再生プロセ

スを経るべき場合も少なくありません。再生プロセスの具

体的な手段として、以下のようなものがあります。 

①裁判所の関与のもと行われる「法的整理」 

一般の中小企業に適した手続として、民事再生手続が

あります。民事再生手続とは、民事再生法に基づき、裁

判所や監督委員の監督のもと、債務者自身が主体的に手

続きに関与し、企業の再建を図る手続きです。 

②裁判所が関与しない「私的整理」 

法的整理のような手続きのルールはないものの、一般

的には、債務者の申出により債務の支払いを一旦停止

し、交渉により債務免除等に関する債権者の同意を得て

いくものです。特定調停5、中小企業再生支援協議会によ

る調整6、事業再生 ADR7等があります。 

いずれの手段をとる場合であっても、適切な債務整理手

続を選択し、円滑に手続を実行するため、早めに弁護士等

の専門家に相談することが不可欠です。 

 

２ 実行の段階（ステップ 4・5） 

（1）親族内承継・社内承継と社外への承継の違い 

事業承継に向けた経営改善（磨き上げ）を行った後の手

続きは、親族内承継・社内承継と社外への承継とで異なり

ます。親族内承継・社内承継の場合は、事業承継計画を策

定し（ステップ 4）、これに基づき、事業承継を実行して

いくこととなります（ステップ 5）。他方で、社外への承

継の場合は、事業承継に向けた経営改善（磨き上げ）を

行った後、承継先である買い手候補者とのマッチングをし

て（ステップ 4）、その後、M&A を実施していくことと

なります（ステップ 5）。 

以下では、社外への承継の場合のマッチング（ステップ

4）及び M&A 等の実行（ステップ 5）の手続きについて詳

しく解説します。 

 

（2）ステップ 4：マッチング実施 

後継者不在等により社外の第三者への事業承継を検討す

る場合、承継先である買い手候補者とのマッチングを実施

することになります。取引先等の身近な存在から、承継意

欲があり、かつ信頼のおける買い手候補を探索することは

容易ではないため、M＆A 仲介機関を利用し、買い手候補

者とのマッチングを行う場合が多いです。マッチングの流

れは、以下のとおりです8。 
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ア．M＆A 仲介機関の選定 

社外への承継を選択する場合、自力で一連の作業を行う

ことが困難である場合が多いため、専門的なノウハウを有

する仲介機関に相談を行う必要性が高いといえます。仲介

機関の候補としては、M＆A 専門業者や取引金融機関のほ

か、公的機関である事業引継ぎ支援センター9を活用する

ことも考えられます。また、個人事業主については、事業

引継ぎ支援センターにおいて実施されている、起業家との

マッチングを支援する「後継者人材バンク」事業を利用す

ることも考えられます。「後継者人材バンク」では、登録

申込み後、専門家との面談を経て、ノンネーム10での登録

を行い、買い手側はノンネームシートを参考に、M&A の

候補を選ぶこととなります。 

イ．売却条件の検討 

現経営者の満足のいく形で事業承継を実現するためには、

売却条件についても検討しておく必要があります。すなわ

ち、「会社全体をそのまま引き継いでもらいたい」、「一

部の事業だけ残したい」、「従業員の雇用・処遇を現状の

まま維持したい」、「社名を残したい」等、「どのような

形での承継を望むのか」について、経営者自身の意向（売

却条件）を明確にし、仲介機関に事前に伝えることで、条

件に合った相手先を見つけてもらうことが重要です。 

 

（3）ステップ 5：M＆A 等の実行 

ステップ 4で後継先候補者と合意に至った場合には、

ステップ１～４によって把握された課題を解消しつつ、M

＆A手続に沿って資産の移転や経営権の移譲を実行してい

きます。このステップでは、企業価値の評価に基づく買収

価格の算定や、承継により生じる税負担の検討、株式譲渡

契約書の締結など法的な手続きが問題となるため、弁護士、

税理士、公認会計士等の専門家の協力を仰ぎながら実行す

ることが望ましいといえます。 

 

３．ポスト事業承継（成長・発展） 

事業承継は中小企業の成長・発展の契機であり、M＆A

による事業承継を行うことで、統合先の会社の事業とのシ

ナジーが発揮されることもあります11。これらの取組を実

行的に行い、シナジーの発揮を期待するには、事業承継前

に中長期目標を策定する過程で、事業承継後についてイ

メージを持っておく必要があります。 

また、近年は、事業承継を契機として 2以上の会社が

統合し、経営資源の集中や管理機能の集約、マーケットの

集約を通じた競争力の強化等を行うことで経営の効率化を

図り、さらに強い会社として生まれ変わる事例も報告され

ています。このような形の事業承継に際しては、存続する

会社において統合後の商圏等の確認や統合後の事業計画の

検証、顧客との関係等の知的資産を確実に承継すること等

の準備を入念に行うことが不可欠です12。 

事業承継の実現に向けては多くの課題を整理する必要が

あるため、事業再編の計画策定については中小企業診断士、

再編スキームの設計については弁護士・税理士・公認会計

士等の専門家を活用することが有益です。 

 

― 次号では、本号でご紹介した 5 段階のうち、事業承

継の実行の段階（ステップ 4・5）について、詳細に解

説する予定です。 

以 上 

                                                           
1 中小企業庁『事業承継ガイドライン』（平成 28年 12月） 
2 中小企業庁・前掲注 1・20頁 
3 中小企業庁・前掲注 1・21頁 
4 中小企業庁・前掲注 1・22～23頁参照 
5 債務者が主体的に関与する中で、裁判所が債権者、債務者その他の

利害関係人との債務の調整を仲介し、企業の再生を図るものです。小

規模な中小企業にとって使いやすい手続といえます。 
6 各都道府県に設置された中小企業再生支援協議会が公正中立な第

三者としての立場から、中小企業の事業面、財務面の詳細な調査分析

を実施し、かつ当該企業が窮境に陥った原因の分析等を行った上で、

債務者が同協議会の支援を受けて策定した再生計画案を金融機関に

提示し、調整を行う手続です。 
7 企業の早期事業再生を支援するため、中立な立場の専門家が、金融

機関等の債権者と債務者との間の調整を実施する手続です。その際、

双方の税負担を軽減し、債務者に対するつなぎ融資の円滑化等を図り

ます。 
8 
中小企業庁・前掲注 1・30頁 

9 中小企業の事業の存続や承継に関する悩みに対応するため、近畿で

は、各府県に設置されています。詳細は、経済産業省近畿経済産業局

HPをご参照ください。 
10
ノンネームとは、M&A の際に買い手側が候補を選ぶための基本的な

情報のことであり、売り手を特定できる情報ではありません。 
11 
中小企業庁・前掲注 1・31～32頁 

12 中小企業庁・前掲注 1・32～33頁 


